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研究成果の概要（和文）： 

 本研究によって、位置情報が調査結果の地図による可視化だけでなく、位置情報を基盤情報

とする各種の統計情報、行政情報といった様々な情報源のデータを統合するキー情報となりう

ること、位置情報を媒介した調査結果レコードの事後的な拡張を行うことによって、公的統計

が潜在的に持つ情報の情報価値を飛躍的に高めることができることを明らかにすることができ

た。このため、海外の政府統計機関が位置情報の取得に具体的に取り組みつつある事実も明ら

かにすることができた。 

 

研究成果の概要（英文）： 

Geographical information has been regarded as means primarily to visualize survey results 

on maps.  Results obtained through a set of our research, however,  highlighted new 

dimensions of statistical data by means of geographical information. 

It can play a cardinal role to integrate data from varied sources and thus to expand 

potentials of data. Since geographical information will cultivate new frontiers of 

official statistics, foreign government statistical offices (GSO) are now keen on 

obtaining geographical information for the purpose of data integration.  
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１．研究開始当初の背景 

情報技術の発展により、調査票情報や行政

情報の多くが機械可読な形で保管されるよ

うになった。そのような中で、それらが潜在

的に有している情報価値を最大限に引き出

すことが、今日、統計論としても重要な課題

となっている。それを実現する上で大きな障

害の一つとなっているのが、統計における位

置情報の取り扱いである。 

個票調査では世帯、事業所、企業といった

個々の統計単位が基本的にそれらの存在の

場で把握されているにもかかわらず、統計を

基本的に集計量ととらえる統計観が支配的

なこれまでの公的統計では、調査票情報にお

ける位置情報は、単に調査区コードあるいは

自治体コードという面情報として与えられ
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てきた。本研究は、これまでの公的統計にお

けるこのような位置情報の取り扱いを根底

から捉え直すことを研究の理論的背景とし

ている。 

本研究の独創性は、GPS という新たな位置

情報観測技術の最近の展開を踏まえ、位置情

報をこれまでのような面的情報としてでは

なくまさに点情報として捉え直すことで従

来の研究では空白部分とされてきた個々の

統計単位が持つ位置情報に統計論として初

めて本格的な光をあてようとしている点に

ある。そうすることで、統計の結果表章面で

の諸制約を取り除くだけでなく、既存の調査

あるいは行政活動によって収集された各種

の個体情報を横断（水平）的あるいは縦断（垂

直）的に接合（統合）することを通じて既存

の情報の変数次元の拡張が可能となる。それ

によって既存の調査票情報の中に潜在して

いた新たな情報価値を顕在化させ、それを梃

子に新たな統計作成・利用面での公的統計の

新たな可能性を拓くことができる。それは単

位追加的な調査のための資源の節約に寄与

するだけでなく、これまでとは質的に異なる

新たなタイプのデータの獲得にも道を拓く

ものである。 

 

２．研究の目的 

統計における位置情報を調査区や行政区

といった面的にではなく、点情報として個々

の統計単位と直接関連づけることで、統計の

新たな可能性を拓くことができる。調査結果

の集計という点でも、従来の結果表章におい

て支配的であった市区町村や都道府県とい

った行政区による結果表章だけでなく多様

なバッファリングによる正確な空間集計が

可能となり、メッシュ統計あるいは災害の被

害推計等を行う際に必要とされてきた同定

という極めて労働集約的な作業を行うこと

なく、瞬時にそれを行うことができる。 

位置情報はまた統計単位それ自体の ID コ

ード情報とは別な意味で、データ統合のリン

ク情報となりうる。すなわち、個々の調査票

情報に統計単位の位置情報を変数として付

加することで、それをキー変数として異種の

調査から得られる調査票情報、さらには各種

の行政情報をクロスセクション的にリンク

することができる。この点をさらに敷衍すれ

ば、位置情報はリレーショナルなデータベー

ス構築の骨格情報となりうる。 

さらに、個体レコードが点情報として特定

の場所と関係づけられることで、それをキー

情報として、既存のレコードに対して事後的

操作により多様な場所的特性変数を付加す

ることができる。このことは、データ論の視

角からすれば、単なる個体レコードの拡張以

上の意味を持つ。なぜなら、場所的特性変数

によって拡張されたレコードは、個々の統計

単位の統計的射影である調査票情報の中に

内在する場所的特性変数の寄与分を定量的

に評価できる可能性も持ち、従って、データ

そのものの質の評価に関わる要素を内包し

ているからである。 

このように、個体レコードへの位置情報の

付与により、統計の質の改善だけでなく、

様々な情報源情報の統合による調査票情報

の外延的、内包的拡張が可能となる。それは、

データ統合による新たなタイプのデータの

創出をも可能にする。その意味で本研究は、

わが国の公的統計の新たな展開方向を示す

ものである。 

以上のような問題意識の下に、隣接分野で

の展開等も射程に入れ、GPS 情報の利用を縦

糸、データ統合を横糸として、統計の作成、

利用の両面でその新たな可能性を追求する

ことを本研究では目的としている。 

 

３．研究の方法 

本研究では、三つの研究班を設け、それぞ



 

 

れ(1)緯度経度情報の各国統計機関における

整備ならびに利活用の実態把握、(2)GPS 情報

の観測誤差の計測、(3)アドレスマッチング

の実情把握を中心に研究を行ってきた。 

〔項番(1)〕 昨年度までの準備的研究結果

と海外での現地調査とから、次のような点が

明らかになった。まず緯度経度情報の取得に

ついては、フィンランドが建築着工の申請文

書にその記載を求めることで組織的に収集

し、アメリカではセンサス局が 2010 年セン

サス計画と関連して canvasserと呼ばれる調

査員を派遣して住戸の緯度経度情報を直接

取得している一方、カナダとフランスでは街

路の両端点の緯度経度情報に基づき各建物

のそれを推計する方法で位置情報の取得を

行なうなど多様である。また、緯度経度情報

の統計活用については、各国とも GISとして、

単なる統計の表章方法にとどまっており、位

置情報に基づくデータベース、あるいは位置

情報による統計個票情報の拡張という視点

は未だ認められない。この点で、本研究の成

果の一つとして Exploring Potential of 

Individual Statistical Records  

(https:// www.hosei.ac.jp/  toukei/ 

shuppan/ mokuji41.htmlを内外に向けて公刊

したことは、まさに萌芽研究として意味があ

る。 

〔項番(2)〕 現在の GPS の観測精度がすで

に「最後の 10m 問題」を克服し、建物あるい

は事業所等の場所的識別に十分対応可能で

あるとともに、実際に種々の計測機器による

観測精度の比較分析も行った。 

〔項番(3)〕 種々のマッチングサービスに

よるアドレスマッチングの比較を試み、件数

制約や住所の枝番号まで対応していないサ

ービスがあることを明らかにした。さらに、

ケーススタディ的に八王子市域をフィール

ドとして、GPS 情報を持つ事業所データベー

スを独自に構築し、近隣外部性を考慮した事

業所の立地集積度の計測を行った。 

 

４．研究成果 

（１）八王子市域における事業所の立地集積

度の計測 

①緯度、経度情報の取得 

まず、所在事業所の住所情報を用いて各事

業所の緯度、経度情報を住所ジオコーディン

グによって取得した。商業施設等のビルにテ

ナントとして入っている事業所の場合、タウ

ンページには同じ住所が記載されている。そ

の結果これらの事業所については、同じ緯度、

経度座標が付与されることになる。 

②外部効果を考慮した集積度の評価 

 (ⅰ)近隣立地集積度Ⅰ 

 事業所が所在する全てのタウンページ表

記の住所情報を用いた名寄せを行い、そこに

存在する事業所数のカウントを行った。なお、

このカウントは、地点によるバッファゼロの

空間集計結果に相当する。 

複数の事業所がタウンページ上の住所を

共有する場合、個々の事業所はしばしば建物

を共有するなど他の諸事業所と近隣立地関

係にある。このいわば地点内的隣接集積状況

をここでは「近隣立地集積度Ⅰ」と呼ぶこと

にする。   

近隣立地集積度Ⅰは、事業所の立地に関し

て、当該住所に所在する施設の潜在的事業所

収容力を与えるのではなく、各地点で実際に

活動状態にある事業所数という集積特性を

表現する。このスコアは各地点情報が担う事

業所数として定義されるものであり、面積に

よって標準化された事業所密度とは本質的

に異なる。 

(ⅱ)近隣立地集積度Ⅱ 

 次に、各地点からバッファを発生させ、バ

ファリングによる空間集計を行った。そこで

は、近接する地点がバッファ内に落ちる場合、



 

 

それらの地点が持つ近隣立地集積度Ⅰのス

コアを当該バッファの中心点のそれに加算

することで得られる新たなスコアを「近隣立

地集積度Ⅱ」とした。 

 近隣立地集積度Ⅱは、事業所が所在する地

点での集積状況だけでなく、どの程度の集積

度を持つ地域がどの程度の近接性をもって

その地点に隣接しているか、言い換えれば、

集積度の点で外部効果の発生しうる地区が

総体として有するポテンシャルのようなも

のを表現している。その意味でこの指標は、

地点内外隣接集積度にあたる。 

事業所という視点から見た場合、個々の事

業所が、近隣の外部環境も含めてどのような

集積度を持つ場所にそれが位置しているか

を近隣立地集積度Ⅱから読み取ることがで

きる。 

③スコアリング結果の分布 

(ⅰ)近隣立地集積度Ⅰ 

 14,880 の所在事業所の中には同一の住所

に立地するものもある。住所情報による地点

の名寄せ（バッファゼロによる空間集計に相

当）の結果、事業所所在地点は最終的に

10,324 となった。そこで、これらの地点につ

いて近隣立地集積度Ⅰを求めたところ、その

基本統計量として、最大値 77、平均値 1.41、

標準偏差 1.787 が得られた。 

(ⅱ)近隣立地集積度Ⅱ 

事業所が所在する住所が与える緯度経度

情報を中心としたバッファは、「近隣」の範

囲を与える。近隣立地集積度Ⅰによってウエ

イトづけされた各地点がそれぞれどの程度

の近隣性を持って相互に位置しているかは、

バッファ間の交差の程度によってそれを評

価できる。バッファをより大きくとった場合、

住所情報が与える事業所の所在地点は、より

多くのバッファに内包されることになる。近

隣立地集積度Ⅰを空間集計することで求め

た近隣立地集積度Ⅱが近接する周辺のバッ

ファへの中心点の包摂の程度を表すことか

ら、この新たなスコアによって、近接外部性

の要素を含めた個々の地点の事業所の集積

状況を評価することができる。 

このようにして得られた結果は、外部経済

環境としての集積の強度を与える。バッファ

をより大きくとることで、算出されるスコア

は集積度をより増幅した形で表現したもの

となる。表１は、隣接地点の近接外部性も考

慮した近隣立地集積度Ⅱの分布統計量を示

したものである。 

表１ 近隣立地集積度Ⅱの分布情報 

バッフ

ァ 

最大値 平均値 標準偏差 

20m 77 2.12 2.685 

50m 101 6.41 9.606 

100m 270 20.05 33.127 

 

図１ 近隣立地集積度Ⅱのスコア別ヒスト

グラム 

 

このヒストグラムから、バッファが大きいほ

ど、近隣と重複するケースが増え、その結果、

近隣立地集積度Ⅱの分布が次第に右にシフ

トしていることがわかる。 

④近隣立地集積度Ⅱの空間分布 

図２、図３は、半径 20m のバッファによっ

て算定した近隣立地集積度Ⅱを用いて立地



 

 

集積状況のゾーニングを行ったものである。 

図２ 八王子市全域図（ポイント表示） 

 

図３ 市中心地域（20m バッファによる表示） 

 なお、分析結果については GIS システム学

会で報告するとともに、現在、研究代表者が

その構築に直接関係している総務省統計局

におけるビジネス・レジスター構築プロジェ

クトの作業部会でも報告し、GPS 情報のレジ

スターへの装備が統計の情報価値を飛躍的

に拡張できることについての情報提供を行

った。 

 （２）その他の研究成果 

①海外の政府統計機関における位置情報

の取得状況 

カナダ、フランス等海外の政府統計機関の

統計地理情報担当者等とのインタビューそ

の他による情報収集を行なった結果、(ⅰ)各

国統計局ではレジスターに位置情報をすで

に装備済であること、(ⅱ)小地域あるいは推

計による位置情報の付与が行われているこ

と、(ⅲ)利用面では統計の結果表章の手段と

して捉えられていることが明らかになった。 

②タウンページデータを用いて GPS情報を

装備した事業所データベース(DB)を構築し

た。この DB は、経度情報をキー変数として

既存のあるいは今後作成する場所的特性変

数を接合することのできるリレーショナル

型データ形式の DB である。 

以上に加え、地方自治体でもヒアリングを

実施し、位置情報をキー変数とする自治体内

共有データベース構築の現状と課題に関し

て担当者との意見交換を行ったほか、それに

関する基礎的・理論的研究も行った。 
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